
［単位：円］

資産の部
Ⅰ流動資産

現金及び預金  
棚卸資産
前払費用
未収収益 353,061
未収金
賞与引当金見返（注） 29,426,585

流動資産合計 2,780,539,380

Ⅱ固定資産
1 有形固定資産

建　　　　物 44,947,425
減価償却累計額 11,566,014

工具器具備品 310,052,648
減価償却累計額 234,199,803

有形固定資産合計

2 無形固定資産
特許権
ソフトウェア
その他

無形固定資産合計

3 投資その他の資産
投資有価証券 413,736,961
敷金・保証金
長期前払費用
退職給付引当金見返（注）

投資その他の資産合計
固定資産合計 741,303,114

資　産　合　計 3,521,842,494

200,990,912
629,228,364

1,545,194
685,930

2,840,494

14,378,522
121,969

609,370

75,852,845
109,234,256

33,381,411

96,500,650

貸　借　対　照　表
令和５年３月３１日

国立研究開発法人　水産研究・教育機構
（海洋水産資源開発勘定）

科　　　目 金　　　額

2,511,619,044
20,230,422

122,409,618



［単位：円］

負債の部
Ⅰ流動負債

運営費交付金債務（注） 1,442,860,028
棚卸資産見返運営費交付金（注） 2,389,211
未払金
賞与引当金 29,426,585

流動負債合計 1,891,296,470

Ⅱ固定負債
資産見返負債（注）

資産見返運営費交付金（注） 103,864,350
資産見返補助金等（注） 2

685,930
退職給付引当金 200,990,912
資産除去債務

固定負債合計 314,282,451
負　債　合　計 2,205,578,921

純資産の部
Ⅰ資本金

政府出資金
資本金合計 1,280,647,533

Ⅱ資本剰余金
資本剰余金
その他行政コスト累計額（注）

減価償却相当累計額(▲)（注）
利息費用相当累計額(▲)（注）
除売却差額相当累計額(▲)（注）

資本剰余金合計 12,081,704

Ⅲ利益剰余金
積立金 20,320,053
当期未処分利益
(うち当期総利益) ( 3,214,283 )

利益剰余金合計 23,534,336
純　資　産　合　計 1,316,263,573

負債純資産合計 3,521,842,494

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

3,214,283

1,280,647,533

16,586,160
▲ 4,504,456
▲ 1,121,425

▲ 95,393
▲ 3,287,638

 
 

8,741,257

工業所有権仮勘定見返運営費交付金（注） 104,550,282

科　　　目 金　　　額

416,620,646



国立研究開発法人　水産研究・教育機構

[単位：円]

Ⅰ損益計算書上の費用
海洋開発業務費 2,406,735,872
一般管理費 148,600,720
臨時損失 11 2,555,336,603

Ⅱ　その他行政コスト
減価償却相当額(注) 434,100
利息費用相当額(注) 37,058
除売却差額相当額(注) 596,988 1,068,146

2,556,404,749

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

Ⅲ　行政コスト

行政コスト計算書
自令和４年４月１日　　至令和５年３月３１日

（海洋水産資源開発勘定）
科　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　額



国立研究開発法人　水産研究・教育機構
［単位：円］

経常費用
海洋開発業務費

給与手当 232,951,646
福利厚生費 50,125,296
雑給 92,491,684
退職給付費用 12,689,393
外部委託費 187,020,592
研究材料消耗品費 101,195,269
旅費交通費 32,928,727
備品費 14,637,075
減価償却費 34,674,266
保守・修繕費 8,649,725
水道光熱費 348,544,650
用船費 1,047,476,620
その他経費 243,350,929 2,406,735,872

一般管理費
役員報酬 2,124,872
給与手当 88,885,983
福利厚生費 17,207,202
雑給 17,646,025
退職給付費用 ▲ 3,539,970
旅費交通費 1,774,734
消耗品費 2,103,889
備品費 632,060
減価償却費 4,223,645
保守・修繕費 1,892,723
水道光熱費 427,033
賃借料 6,105,763
その他経費 9,116,761 148,600,720

経常費用合計 2,555,336,592

経常収益
運営費交付金収益（注） 1,164,678,718
事業収益

漁獲物売却収入 1,300,356,871
その他事業収入 70,641 1,300,427,512

寄附金収益（注） 538,780
資産見返負債戻入（注）

資産見返運営費交付金戻入（注） 52,094,347 52,094,347
賞与引当金見返に係る収益（注） 29,426,585
退職給付引当金見返に係る収益（注） 9,149,423
財務収益

受取利息 22,065
有価証券利息 176,825 198,890

雑益
その他の雑益 2,036,620 2,036,620

経常収益合計 2,558,550,875
　 経常利益 3,214,283

臨時損失
固定資産除却損 11 11

臨時利益
資産見返運営費交付金戻入（注） 11 11

当期純利益 3,214,283
当期総利益 3,214,283

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

損　益　計　算　書
自令和４年４月１日　　至令和５年３月３１日

（海洋水産資源開発勘定）
科　　　　　目 金　　　　　額



国立研究開発法人　水産研究・教育機構

（海洋水産資源開発勘定） ［単位：円］

減価償却
相当累計

額（-）

減損損失
相当累計

額（-）

利息費用
相当累計

額（-）

除売却差
額相当累
計額（-）

うち当期
総利益
（▲当期
総損失）

当期首残高 1,280,647,533 1,280,647,533 16,586,160 ▲ 687,325 ▲ 542,988 ▲ 58,335 ▲ 2,147,662 13,149,850 -                      -                      20,320,053 -                      20,320,053 1,314,117,436

当期変動額

Ⅰ資本剰余金の当期変動額

固定資産の除売却 -                           -                           -                           -                           -                           -                           ▲ 1,139,976 ▲ 1,139,976 -                      -                      -                      -                      -                      ▲ 1,139,976

減価償却 -                           -                           -                           ▲ 434,100 -                           -                           -                           ▲ 434,100 -                      -                      -                      -                      -                      ▲ 434,100

固定資産の減損 -                           -                           -                           -                           542,988 -                           -                           542,988                  -                      -                      -                      -                      -                      542,988                  

時の経過による資産除去債務の増加 -                           -                           -                           -                           -                           ▲ 37,058 -                           ▲ 37,058 -                      -                      -                      -                      -                      ▲ 37,058

Ⅱ利益剰余金（又は繰越欠損金）の当期変動額

　（１）利益の処分又は損失の処理

利益処分による積立て -                           -                           -                           -                           -                           -                           -                           -                           -                      20,320,053 ▲ 20,320,053 -                      -                      -                           

　（２）その他

当期純利益（又は当期純損失） -                           -                           -                           -                           -                           -                           -                           -                           -                      -                      3,214,283 3,214,283 3,214,283 3,214,283

前中長期目標期間繰越積立金取崩額 -                           -                           -                           -                           -                           -                           -                           -                           -                      -                      -                      -                      -                      -                           

当期変動額合計 -                           -                           -                           ▲ 434,100 542,988 ▲ 37,058 ▲ 1,139,976 ▲ 1,068,146 -                      20,320,053         ▲ 17,105,770 3,214,283 3,214,283 2,146,137

当期末残高 1,280,647,533 1,280,647,533 16,586,160 ▲ 1,121,425 -                           ▲ 95,393 ▲ 3,287,638 12,081,704 -                      20,320,053         3,214,283 3,214,283 23,534,336 1,316,263,573

純資産変動計算書

自令和４年４月１日　至令和５年３月３１日

Ⅰ　資本金 Ⅱ　資本剰余金 Ⅲ　利益剰余金（又は繰越欠損金）

純資産
合計政府

出資金
資本金
合計

資本
剰余金

積立金

当期未処
分利益

（▲当期未処
理損失）

利益剰余
金合計

（▲繰越欠損
金合計）

その他行政コスト累計額

資本剰余
金合計

前中長期
目標期間
繰越積立

金



国立研究開発法人　水産研究・教育機構

（海洋水産資源開発勘定） [単位：円]

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 ▲ 1,351,335,452
人件費支出 ▲ 499,740,714
その他の業務支出 ▲ 771,096,319
運営費交付金収入 2,101,255,000
漁獲物販売収入 1,296,223,042
その他の支出 ▲ 2,278,288
　　　　　　小計 773,027,269
利息の受取額 1,994,873

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 775,022,142

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の償還による収入 140,000,000
定期預金の預入による支出 ▲ 3,055,064,766
定期預金の払戻による収入 2,915,064,766
有形固定資産の取得による支出 ▲ 15,826,800
無形固定資産の取得による支出 ▲ 213,645

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー ▲ 16,040,445

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー -                         

　

Ⅳ資金増減額 758,981,697
Ⅴ資金期首残高 1,173,459,886
Ⅵ資金期末残高 1,932,441,583

キャッシュ・フロー計算書
自令和４年４月１日　至令和５年３月３１日

科　　　　　　　　　　目 金　　　額



国立研究開発法人　水産研究・教育機構

[単位：円]

Ⅰ 当期未処分利益 3,214,283

当期総利益 3,214,283

Ⅱ 利益処分額 3,214,283

積立金 3,214,283

利益の処分に関する書類

（海洋水産資源開発勘定）



[重要な会計方針等]　

　「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和３年９月21日改訂）並びに「「独立行政法人会計
基準」及び「独立行政法人会計基準注解」に関するＱ＆Ａ」（令和４年３月最終改訂）を適用して財務諸表等を作成して
おります。

１． 運営費交付金収益の計上基準
 　業務達成基準を採用しております。
 　なお、業務の進行状況と運営費交付金の対応関係が明確である活動を除く管理部門の活動については、期間進
行基準を採用しております。

２． 減価償却の会計処理方法
（１） 有形固定資産の減価償却の方法については、定額法を採用しております。
　　　 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 10 ～ 18 年
工具器具備品 3 ～ 7 年

（２） 無形固定資産の減価償却方法については、定額法を採用しております。
　１）特許権については８年で償却しております。
　２）法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいております。

３． 賞与引当金の計上基準
　役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を計上しております。
　なお、役職員の賞与については、運営費交付金により財源措置がなされる見込みであるため、賞与引当金と同額
を賞与引当金見返として計上しております。

４． 退職給付に係る引当金の計上基準
　運営費交付金により財源措置がなされる見込みである退職一時金については、期末自己都合要支給額を退職給
付債務とする方法を用いた簡便法を採用しており、退職給付引当金と同額を退職給付引当金見返として計上してお
ります。

５． 有価証券の評価基準及び評価方法
　 満期保有目的債券
　　　償却原価法（利息法）を採用しております。

６． 棚卸資産の評価基準及び評価方法
　 貯蔵品の評価基準及び評価方法は最終仕入原価法を採用しております。
　 副産物については見積売却価額から見積販売経費を控除した金額で評価しております。

７． キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　キャッシュ・フロー計算書における資金は、手許現金、随時引き出し可能な預金からなっております。

８． 消費税等の会計処理
　税込方式によっております。

（表示方法の変更）

金融商品の時価等に関する注記
　金融商品について、改訂後の「独立行政法人会計基準」第２７、注解２０及び注解５９第２項の趣旨を踏まえ、同会
計基準が定める新たな会計処理を将来にわたって適用することとし、「金融商品の時価等に関する注記」において、
金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を行うこととしております。 　
　なお、時価をもって貸借対照表価額とする金融商品を保有しておらず、財務諸表に与える影響はありません。



[貸借対照表関係]

[行政コスト計算書関係]

１． 独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト
行政コスト 2,556,404,749 円
機会費用 △ 7,758,023 円
独立行政法人の業務運営に関して
国民の負担に帰せられるコスト 2,548,646,726 円

２． 機会費用の計上方法
（１） 政府出資又は地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率

　10年利率国債の令和５年３月末日利回りを参考に0.320％で計算しております。
（２） 国又は他の独立行政法人との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法

　当該職員が国又は他の独立行政法人に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人での勤
　務期間に対応する部分について、退職規程に定める退職給付支給基準等を参考に計算しております。

[キャッシュ・フロー計算書関係]

資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳
現金及び預金勘定　 2,511,619,044 円
△現金及び預金勘定に含まれる定期預金　 △ 579,177,461 円

　　 資金期末残高　 1,932,441,583 円

[退職給付関係]
１． 採用している退職給付制度の概要
. 　当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度及び国家公務員共済組合の退職等

　年金給付制度を採用しております。
　非積立型の退職一時金制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しており、簡便法により退職給付
　引当金及び退職給付費用を計算しております。

２． 確定給付制度
　①　簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表
　 期首における退職給付引当金 217,878,565 円

　退職給付費用 9,149,423 円
　退職給付の支払額 △ 26,037,076 円
期末における退職給付引当金 200,990,912 円

　②　簡便法で計算した退職給付費用 9,149,423 円

[重要な債務負担行為]

[重要な後発事象]

　該当する事項はありません。

　該当する事項はありません。

　該当する事項はありません。



[金融商品の時価等に関する注記]

１． 金融商品の状況に関する事項
　 資金運用については短期的な預金及び公社債等に限定しております。
　 また、投資有価証券は、独立行政法人通則法第47条の規定等に基づき、公債のみを保有しており株式等は保有
しておりません。

２． 金融商品の時価等に関する事項
　 期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
　なお、現金は注記を省略しており、預金、未収金及び未払金は短期間で決済されるため
時価が帳簿価格に近似することから、注記を省略しております。

413,829,495

413,829,495

14,394,351

　（注）負債に計上されているものは、(　）で示しております。

（注１）　時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の三つの
レベルに分類しております。
　　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により

算定した時価
　　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプット

を用いて算定した時価
　　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

　（１）投資有価証券
　公債は相場価格を用いて評価しております。これらは活発な市場で取引されているため、その時価
をレベル１の時価に分類しております。

　（２）敷金・保証金
　敷金・保証金の時価は、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に基づく利率を用いて
割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

[資産除去債務に係る注記]

１． 資産除去債務の内容についての簡潔な説明
　当機構は、令和２年９月１日に本部事務所オフィス退去時の原状回復費用について資産除去債務を計上しており
ます。

２． 支出発生までの見込期間、適用した割引率等の前提条件
　資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間は見込まれる入居期間、割引率は国債金利を採用しております。

３． 資産除去債務の総額の期中における増減内容
　当事業年度末における資産除去債務残高は、期首残高8,704,199円と時の経過による資産除去債務の調整額
37,058円の合計8,741,257円であります。

４． 資産除去債務の見積りを変更したときは、その変更の概要及び影響額
　見積りは変更しておりません。

５． 資産除去債務は発生しているが、その債務を合理的に見積もることができないため、貸借対照表に資産除去債務を
計上していない場合には、当該資産除去債務の概要、合理的に見積もることができない旨及びその理由
　該当はありません。

貸借対照表
計上額

時価 差額

（１）　投資有価証券 413,736,961 92,534

　　　 満期保有目的債券 413,736,961 92,534

（２）　敷金・保証金 14,378,522 15,829              



附　属　明　細　書（海洋水産資源開発勘定）

[単位：円]

 当期償却額  当期減損額

建物 36,301,561 -                       -                       36,301,561 10,444,589 2,816,988 -                    -                    25,856,972

工具器具備品 307,328,740 14,077,800 11,353,892 310,052,648 234,199,803 35,350,981 -                    -                    75,852,845

計 343,630,301 14,077,800 11,353,892 346,354,209 244,644,392 38,167,969 -                    -                    101,709,817

建物 8,645,864 -                       -                       8,645,864 1,121,425 434,100 -                    -                    7,524,439

計 8,645,864 -                       -                       8,645,864 1,121,425 434,100 -                    -                    7,524,439

建物 44,947,425 -                       -                       44,947,425 11,566,014 3,251,088 -                    -                    33,381,411

工具器具備品 307,328,740 14,077,800 11,353,892 310,052,648 234,199,803 35,350,981 -                    -                    75,852,845

計 352,276,165 14,077,800 11,353,892 355,000,073 245,765,817 38,602,069 -                    -                    109,234,256

特許権 1,286,049 -                       -                       1,286,049 676,679 160,755 -                    -                    609,370

ソフトウェア 4,627,371 96,855 -                       4,724,226 3,179,032 569,187 -                    -                    1,545,194

電話加入権 1,139,976 -                       1,139,976 -                       -                    -                    -                    -                    -                       

その他 685,930 -                       -                       685,930 -                    -                    -                    -                    685,930

計 7,739,326 96,855 1,139,976 6,696,205 3,855,711 729,942 -                    -                    2,840,494

投資有価証券 555,502,805 47,599 141,813,443 413,736,961 -                    -                    -                    -                    413,736,961 注１

敷金・保証金 14,378,522 -                       -                       14,378,522 -                    -                    -                    -                    14,378,522

長期前払費用 153,271 9,330 40,632 121,969 -                    -                    -                    -                    121,969

退職給付引当金見返 217,878,565 9,149,423 26,037,076 200,990,912 -                    -                    -                    -                    200,990,912

計 787,913,163 9,206,352 167,891,151 629,228,364 -                    -                    -                    -                    629,228,364

注１　投資有価証券の当期減少額については、主に満期保有目的債券（第138回大阪府公募公債、第116回共同発行）の償還によるものです。

投資その他の資産

（１）　固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87　特定の資産に係る費用相当額の会計処理」及び「第91　資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による減価償却
相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細

資産の種類
期　 首
残 　高

当 　期
増加額

当 　期
減少額

期　 末
残 　高

減価償却累計額 減損損失累計額 差引当期末
残　　　　 高

摘　要

有形固定資産
（減価償却費）

有形固定資産
（減価償却相当額）

有形固定
資産合計

無形固定資産



（２）　棚卸資産の明細

[単位：円］

当期購入・
製造・振替

その他 払出・振替 その他

貯蔵品 13,196,436      2,389,211       -                   13,196,436      -                   2,389,211       

副産物 1,260,017       17,841,211      -                   1,260,017       -                   17,841,211      

計 14,456,453      20,230,422      -                   14,456,453      -                   20,230,422      

摘　要種　類
期　首
残　高

当期増加額 当期減少額
期　末
残　高



（３）　有価証券の明細

投資その他の資産として計上された有価証券
[単位：円]

種類及び銘柄 取得価額 券面総額
貸借対照表
計上額

当期費用に含ま
れた評価差額

第150回　大阪府５年 131,779,560 132,000,000 131,992,571 - 償還日　令和5年5月30日

公大阪府３７１ 8,203,440 8,000,000 8,002,802 - 償還日　令和5年4月26日

第27-1回　千葉県公債 5,936,868 5,770,000 5,832,803 - 償還日　令和7年5月23日

第26-1回　福島県公債 48,839,295 47,710,000 48,069,937 - 償還日　令和6年11月28日

第26-1回　佐賀県公債 14,781,794 14,440,000 14,548,938 - 償還日　令和6年11月28日

第737回　東京都公債 10,240,600 10,000,000 10,070,469 - 償還日　令和6年9月20日

第26-4回　京都府公債 67,961,520 66,000,000 66,500,526 - 償還日　令和6年6月20日

第135回　共同発行 31,916,670 31,000,000 31,236,475 - 償還日　令和6年6月25日

第26-3回　千葉県公債 19,578,447 19,050,000 19,192,886 - 償還日　令和6年7月25日

第386回　大阪府公債 16,106,569 15,690,000 15,803,472 - 償還日　令和6年7月30日

第2019-4回　福岡市5 3,994,240 4,000,000 3,998,569 - 償還日　令和6年6月28日

東京都（20年）５回公募公債 11,113,800 10,000,000 10,403,789 - 償還日　令和7年3月19日

第150回共同発行地方 28,368,936 27,600,000 27,921,755 - 償還日　令和7年9月25日

徳島県平成25年度第756回公債 20,442,800 20,000,000 20,161,969 - 償還日　令和7年3月31日

計 419,264,539 411,260,000 413,736,961 -
貸借対照表
計上額合計

413,736,961

満期保有
目的債券

摘要



（４）　引当金の明細

[単位：円]

目的使用 その他

賞与引当金 27,340,952        29,426,585        27,340,952        -                     29,426,585        

計 27,340,952        29,426,585        27,340,952        -                     29,426,585        

区　　分 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘　　要



（５）　退職給付引当金の明細

[単位：円］

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　要

217,878,565        9,149,423            26,037,076          200,990,912        

退職一時金に係る債務 217,878,565        9,149,423            26,037,076          200,990,912        

217,878,565        9,149,423            26,037,076          200,990,912        

区　分

退職給付債務合計額

退職給付引当金



（６）　資産除去債務の明細

[単位：円］

区　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　要

不動産貸借の原状回復義務 8,704,199 37,058 -                       8,741,257 会計基準第91特定有

計 8,704,199 37,058 -                       8,741,257



[単位：円]

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

16,586,160        -                         -                         16,586,160            

16,586,160        -                         -                         16,586,160            

（７）　資本剰余金の明細

区　　　分

　運営費交付金

計



（８）　運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

　１　運営費交付金債務の増減の明細

[単位：円]

2,101,255,000    1,164,678,718    -                     1,181,242,584    53,378,028        1,442,860,028    

　２　運営費交付金債務の当期振替額及び主な使途の明細

　　①　運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細 [単位：円]

　業務達成基準による振替額

　期間進行基準による振替額

　　②　資産見返運営費交付金及び資本剰余金への振替額並びに主な使途の明細

振替額

　３　引当金見返との相殺額の明細

　４　運営費交付金債務残高の明細

期首残高 当期交付額

当期振替額

引当金見返
との相殺額

期末残高運営費
交付金収益

資産見返
運営費
交付金

資本剰余金 小計

重点研究課題３：漁業・養殖業の
新たな生産技術定着のための開
発調査

1,023,749,028 1,023,749,028
人件費：294,290,435、研究材料消耗品費：101,195,269、
外部委託費：187,020,592、水道光熱費：348,544,650、
その他：92,698,082

576,225,640         16,563,866        

区　　分 運営費交付金収益
運営費交付金の主な使途

費用 主な使途

一般管理費のうち海洋水産資源
開発勘定の長期契約を要する業
務

40,632 40,632 保険料：40,632

　合計 1,164,678,718 1,161,464,435

一般管理費（法人共通） 140,889,058 137,674,775
人件費：103,981,746、消耗品費：2,103,889、
保守修繕費：1,892,723、その他：29,696,417

セグメント
資産見返運営費交付金への振替 資本剰余金への振替

振替額 主な使途 主な使途

法人共通 96,855 ソフトウェア：96,855 -

セグメント
引当金見返との相殺

相殺額 主な相殺額の内訳

重点研究課題３：漁業・養殖業の新た
な生産技術定着のための開発調査

16,467,011
工具器具備品：14,077,800、
貯蔵品：2,389,211

-

　合計 16,563,866 -

業務達成基準を採用した業務に係る
分

1,442,860,028

○翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高と使用見込みは以下のとおりです。

　重点研究課題３：漁業・養殖業の新たな生産技術定着のための開発調査は５年を要する業務であ
り、債務残高については、翌事業年度に1,442,738,059円を収益化予定である。

　一般管理費のうち海洋水産資源開発勘定の長期契約の前払を要する業務は既に支出済みの保険
料等複数年を要する業務であり、債務残高については、翌事業年度以降に121,969円を収益化予定で
ある。

重点研究課題３：漁業・養殖業の新た
な生産技術定着のための開発調査

44,313,271
賞与引当金見返：19,629,739、
退職給付引当金見返：24,683,532

法人共通 9,064,757
賞与引当金見返：7,711,213、
退職給付引当金見返：1,353,544

　合計 53,378,028

運営費交付金債務残高 使用見込み

期間進行基準を採用した業務に係る
分

- ○翌事業年度への繰越額はない。

　計 1,442,860,028



（９）　役員及び職員の給与の明細

［単位：千円、人］

2,448               6             -                     -             
(-)                   (-)           (-)                   (-)           

319,428            37            26,037              1             
(110,137)          (30)          (-)                   (-)           

321,876            37            26,037              1             
(110,137)          (30)          (-)                   (-)           

（注）

１．役員に対する報酬等の支給基準

２．職員に対する給与等の支給基準

３．支給人員の算定方法

年間平均支給人員数によっております。

４．非常勤役員及び非常勤職員の支給額及び支給人員は、外数として（　）で記載しております。

区　　分
報酬又は給与 退　職　手　当

支　給　額 支給人員 支　給　額 支給人員

役　　員

職　　員

合　　計

「国立研究開発法人水産研究・教育機構役員給与規程」及び「国立研究開発法人水産研究・
教育機構役員退職手当支給規程」に基づいて支給しております。

｢国立研究開発法人水産研究・教育機構職員給与規程」、「国立研究開発法人水産研究・教育
機構任期付研究員及び特定任期付職員給与規程」及び「国立研究開発法人水産研究・教育
機構職員退職手当支給規程」に基づいて支給しております。

８．職員退職手当支給額は、研究・教育勘定において共通の業務を行う職員に係る負担額
     1,353千円が含まれております。

非常勤職員の支給額には、研究・教育勘定において共通の業務を行う非常勤職員に係る
負担額 1,469千円が含まれております。

５．上記支給額には、法定福利費及び福利厚生費 67,332千円は含まれておりません。

法定福利費及び福利厚生費には、研究・教育勘定において共通の業務を行う役職員及び非
常勤職員に係る負担額 3,120千円が含まれております。

６．役員報酬支給額は、研究・教育勘定において共通の業務を行う役員に係る負担額であり、
　　支給人員については同勘定における支給人員の内数であります。

７．職員給与支給額には、研究・教育勘定において共通の業務を行う職員に係る負担額
     16,417千円が含まれております。



[単位：円、件]

種　　目 当期受入 件　　数

(800,000)                                  

240,000

(800,000)                                  

240,000

　注　当期受入には、間接経費相当額を記載し、直接経費相当額については、外数として（　）内に記載しております。

合　　計 (1)                 

（10）　科学研究費補助金の明細

摘　　要

挑戦的研究（萌芽） (1)                 日本学術振興会科学研究費



(11)　開示すべきセグメント情報

Ⅰ行政コスト

　損益計算書上の費用合計 -                   -                   2,406,735,883 -                   -                      2,406,735,883 148,600,720 2,555,336,603

　その他行政コスト

　　減価償却相当額 -                   -                   386,964 -                   -                      386,964 47,136 434,100

　　減損損失相当額 -                   -                   -                   -                   -                      -                   -                   -                   

　　利息費用相当額 -                   -                   33,034 -                   -                      33,034 4,024 37,058

　　除売却差額相当額 -                   -                   532,165 -                   -                      532,165 64,823 596,988

　その他行政コスト合計 -                   -                   952,163 -                   -                      952,163 115,983 1,068,146

　行政コスト -                   -                   2,407,688,046 -                   -                      2,407,688,046 148,716,703 2,556,404,749

Ⅱ独立行政法人の業務運営に関して

　国民の負担に帰せられるコスト -                   -                   2,407,688,047 -                   -                      2,407,688,047 140,958,679 2,548,646,726

Ⅲ事業費用、事業収益及び事業損益

　事業費用

海洋開発業務費 -                   -                   2,406,735,872 -                   -                      2,406,735,872 -                   2,406,735,872

　一般管理費 -                   -                   -                   -                   -                      -                   148,600,720 148,600,720

　雑損 -                   -                   -                   -                   -                      -                   -                   -                   

-                   -                   2,406,735,872 -                   -                      2,406,735,872 148,600,720 2,555,336,592

　事業収益

運営費交付金収益 -                   -                   1,023,749,028 -                   -                      1,023,749,028 140,929,690 1,164,678,718

漁獲物売却収入 -                   -                   1,300,356,871 -                   -                      1,300,356,871 -                   1,300,356,871

その他事業収入 -                   -                   70,641 -                   -                      70,641 -                   70,641

寄附金収益 -                   -                   538,780 -                   -                      538,780 -                   538,780

資産見返負債戻入

　資産見返運営費交付金戻入 -                   -                   47,870,702 -                   -                      47,870,702 4,223,645 52,094,347

賞与引当金見返に係る収益 -                   -                   19,224,947 -                   -                      19,224,947 10,201,638 29,426,585

退職給付引当金見返に係る収益 -                   -                   12,689,393 -                   -                      12,689,393 ▲ 3,539,970 9,149,423

財務収益

　受取利息 -                   -                   22,065 -                   -                      22,065 -                   22,065

　有価証券利息 -                   -                   176,825 -                   -                      176,825 -                   176,825

雑益

　その他の雑益 -                   -                   2,036,620 -                   -                      2,036,620 -                   2,036,620

-                   -                   2,406,735,872 -                   -                      2,406,735,872 151,815,003 2,558,550,875

事業損益 -                   -                   -                   -                   -                      -                   3,214,283 3,214,283

Ⅳ臨時損益等

　臨時損失

固定資産除却損 -                   -                   11 -                   -                      11 -                   11

その他の臨時損失 -                   -                   -                   -                   -                      -                   -                   -                   

-                   -                   11 -                   -                      11 -                   11

　臨時利益

資産見返運営費交付金戻入 -                   -                   11 -                   -                      11 -                   11

その他の臨時利益 -                   -                   -                   -                   -                      -                   -                   -                   

-                   -                   11 -                   -                      11 -                   11

人材育成業務
研究開発マネジメ

ント

計

水産業の持続可
能な発展のため
の水産資源に関
する研究開発

水産業の持続可
能な発展のため
の生産技術に関
する研究開発

漁業・養殖業の
新たな生産技術
定着のための開

発調査

計 法人共通 合計

計

計

計



人材育成業務
研究開発マネジメ

ント

水産業の持続可
能な発展のため
の水産資源に関
する研究開発

水産業の持続可
能な発展のため
の生産技術に関
する研究開発

漁業・養殖業の
新たな生産技術
定着のための開

発調査

計 法人共通 合計

当期純損益 -                   -                   -                   -                   -                      -                   3,214,283 3,214,283

当期総損益 -                   -                   -                   -                   -                      -                   3,214,283 3,214,283

Ⅴ総資産

現金及び預金 -                   -                   2,511,619,044 -                   -                      2,511,619,044 -                   2,511,619,044

棚卸資産 -                   -                   20,230,422 -                   -                      20,230,422 -                   20,230,422

前払費用 -                   -                   122,409,618 -                   -                      122,409,618 -                   122,409,618

未収収益 -                   -                   353,061 -                   -                      353,061 -                   353,061

未収金 -                   -                   96,500,650 -                   -                      96,500,650 -                   96,500,650

賞与引当金見返 -                   -                   19,224,947 -                   -                      19,224,947 10,201,638 29,426,585

その他流動資産 -                   -                   -                   -                   -                      -                   -                   -                   

建物 -                   -                   33,381,411 -                   -                      33,381,411 -                   33,381,411

工具器具備品 -                   -                   75,852,845 -                   -                      75,852,845 -                   75,852,845

特許権 -                   -                   609,370 -                   -                      609,370 -                   609,370

ソフトウェア -                   -                   -                   -                   -                      -                   1,545,194 1,545,194

その他無形固定資産 -                   -                   685,930 -                   -                      685,930 -                   685,930

投資有価証券 -                   -                   413,736,961 -                   -                      413,736,961 -                   413,736,961

敷金・保証金 -                   -                   -                   -                   -                      -                   14,378,522 14,378,522

長期前払費用 -                   -                   -                   -                   -                      -                   121,969 121,969

退職給付引当金見返 -                   -                   150,749,338 -                   -                      150,749,338 50,241,574 200,990,912

その他投資資産 -                   -                   -                   -                   -                      -                   -                   -                   

-                   -                   3,445,353,597 -                   -                      3,445,353,597 76,488,897 3,521,842,494

（１）事業区分の方法
　　　　　　中長期目標における一定の事業等のまとまりごとの区分に基づくセグメント情報を開示しております。

（２）各区分の事業内容
漁業・養殖業の新たな 漁業・養殖業の持続的な発展に向けた、資源変動に柔軟に対応するための操業体制の開発調査や、新しい生産システム構築のための実証化調査
生産技術定着のための開発調査

（３）独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストのうち政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用は配賦不能なため法人共通としております。

（４）総資産のうち法人共通の項目に含めた資産は、各セグメントに配賦しなかった資産であり、主に管理部門に係る固定資産であります。
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